





















































iVIary L. Baetzは， I成功する組織とは，多様なレベノレの要請に対応できる









1) メアり L ベイツ(企子逸郎訳)，変革の σ不ジメン l テクノロン でオフィスが主主ゎ
る， CsS凹版， 198E年， 60-63頁.
2) Paul Winner， Effective PR Management. Kogan Page Ltd.， 1987， p.28 





















「コミュニケーシ 3 "・バタ "Jについても関心がもたれる。 PR活動を展
開するには，いかなるコミュニケージョソ・パター γが，対地域，対組織，対
住民などにおいて，より効果的であるのか，どのよ弓なメディアな"，技術を




4) Mattew M. Miller， 'ιCorporate Public Relations Update ". Public Relations Journal， 1982， 
Vol. 38， No. 12， pp. 21-24 




























































問題点 3 PR部門 他部門関係と具体的なマーケティング活動との関係
















































(1) 企業規模 (8カテゴロー上り 1つを選択)， (2) PR部門の規続 (8カ
テゴリー上り 1つを選訳)， (ヨ) PR部門の増減計回 (3カテゴりーより 1つ
を選択)，仏) P R部門の責任者の職格 (6カテゴリーより lつを選択)， (5) 
5) 横田澄司， iマインド シェアへの著しい関心 市場シェアを支える消費者マインドの測定J，
固際商業， 1987年6月号， 30-35"。ここでは，マー ケティング活動ほ消費者オJ句または顧客志
向ということで市場 γェアの拡大に集中されるが， PR活動では大衆志向によりマインド シz
アの拡士が可能となる円両活動のミックス戦略に企業は大きな関心を寄せてきている。
自社 PR活動の満応度に及ぼす PR部門と他部門の関係 ( 7) 7 
PR部門と他部門(つまり 6部門〉とのコミュニケーがョシ程度(各5ポイ γ
ト尺度により評定)， (6) P R部門の主要機能 (EdwardL. Bernay による機
能分類を基準にベ 27機能のリ月トより 9機能を選択)， σ) 自社PK活動の満
足度(5ポイ γ ト尺度による評定)， (8) 自社マーケティング活動の方向 (8

















本調査での対象者は， 自社のPR部門への「高L、」満足度の従業員が. ~S.S 
% (91名〕に対Lて> ，あまり高くない」満足度の従業員が， 64.5% (165名〉
6) Edward L. Bernay， Public Relations， University of Okulahoma Press， 1952， p. 20-50 
PR機能を(a)人々 に知らせ昌機能， (b)人々 を説得する機能， (0)人と人を結びつける機能と分類
している。われわれはこの3機能を基準iこ27のPR活動をリスト化した。その一部は第4表に紺
介されている園












































7) 横田澄司，効率的マーヶティ J グ活動の分析， 同文館，昭和60年， 62-64J:'to 企業規模により
「営業部門と宣伝広報部門H針業部門と消費者窓口」とのコミュニケ ション関部白差異を論
じている。






























標準カノ 分類関数値 分類関数フ値n) Aテップ〔グループ1) (グノレー ワイズ)願
変 数 名 ニカル芋UI n=165 n =91 
別係数 I (満高足く度なのい¥/ (警告事) に投入された変数
高品質・高性能 0.117 4.531 4.76， 4 
適正価格 0.182 3.000 3.330 3 
販売網の充実
積極的販売キャンベーン
熱心な地域活動 0.420 1.304 1.929 2 





定 数 項 -26口97
国 有 値 O.G87 
カノニカル相関係数 且6日8
ウィルクスのラムダ{直 0.630 
カ イ 二乗値 116.322 
自 由 度 4 





























事 総務部門 0.0.54 0..3 
産 製造部門 0.359 0..2 
l 業 販売部門 0.459 1.4 
理 財務部門 0..254 0..4 
材 購買部門 0.0.30. 日2




f極的販売キャンベ ン 0..00.1 

































































の関係で，営業・販売部門がもっとも PR部門との協)J体制を必要と L， r大
規模」企業の場合は，自社製品を中心として，製品開発p 改良をPRする上で，
生産製造部門と PR部門との関係強化を必要としているように思われたロ




8) 降肱武j~， 赤岡;JJ，企業組織と環境適合 コンティンジェンシイ・七オり ，同文館，
昭和53年> 52-53}=l~ 


























































γ トの立場を代弁するとL、う事例があるC さらに i100人以下」の企業で，相
変わらず総務・人事が兼務している状況を反映している実態と関係している。
問題点 2 iP R活動の満足度に対するマーケティング活動の影響」につい
て，ここでは， P R活動の満足度に影響するマーケティ/'1/活動に注目したが，
自社 PR活動D満足度に及ぼす PR部門と他部門の関係 (15) 15 




Lイ) マーケティ YfJ'・マネジャ が企画するとき，どの程度PR機能の消費
問題十地域問題を考慮し亡いるか，そこで本研究では，適正価格』高品質，高
性能の製品政策と熱心な地域活動がJ Kotler らの主張を支持している。


















9) Philip Kotler & William Mindak.“Marketing and Public Relations"， Journal 01 Mar-




















ことである o 製品が市場で好主 Lい評価を得ることは，当然のことながら，従














































































が要約されている。特に，破線内の(1). C[[)， …(V)が，そうである o








































品の改良，さらにはク νーム処理などの問題がある o c)宣伝・広告部門との
関係から，配布資料およびポスター，さらには冠λポ ツ大会り企画，開催!;r
どの問題がある。 d) 営業・販売部門との関係では， ショールームの開設，カ
タμ グなどの作成，地域催事への参加の問題がある。しかしPR部門として独
自の業務活動に， PR紙またはPR誌の発行などが挙げられる。しかLこれら































産業・組織心理学会 (1987年9月21日 於立教大学〉この研究報告では， PR部門の具体的な活
動を可能な限りリスト化して，企業レベルぐ統合的なシフテム設計を企画しようとLたu

































係とマ ケティング活動への協力援助J (第4図(3) については，カノユカノレ
相関分析が行われ 2タイプの群関係が明確にされた。
第 1タイフ"は， r営業・販売部門J r生産・製造部門」と「新製品開発」の
関係である。
第 2タイプは， r宣伝・調査部門Jと「信業・販売部門」十)の群と熱心な
「新製品開発JE寸と「販売網の充実」の群に，高い相関関係のみられたことで
ある。
以上，われわれは rFR部門と営業・販売部門，生産・製造部門の関係ほ，
新製品を中心に展開されるJ，また iFR部門と宣伝・調査部門との関係が積
極的である場合， しかし営業・販売部門とはそれほどでない場合，新製品開発
の問題よりも販売網の充実に関心が向けられる」といった事実が明確にされた。
